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レポートの概要

デロイトはTrustworthy AI（信頼できるAI）というAIガバ
ナンスおよびリスクコントロールに関するフレームワーク
「Trustworthy AI™」を策定しました。このフレームワーク
では、企業がAIソリューションを信頼するために必要な要素
として、（1）透明性と説明可能性、（2）公平性と中立性、 
（3）堅牢性と信頼性、（4）プライバシー、（5）安全性とセキ
ュリティ、（6）責任、（7）アカウンタビリティ、という7つの分
野が特定されています。

では、AIを信頼するために、企業には何が必要なのでしょう
か？その答えは、「しっかりとしたAIガバナンス」です。

企業経営者や取締役会にとっては、競合するさまざまな優先
事項がある中で、効果的なAIガバナンスを実践し維持してい
くのは容易なことではありません。こういった不明確さに対
処していくために、デロイトは「AIガバナンス成熟度インデッ
クス」を開発し、しっかりとしたAIガバナンスが備わっている
とは実際にどのような状態なのかを洗い出しました。このイ
ンデックスには、企業におけるAIガバナンスを評価するさま
ざまな基準が含まれており、インデックスは、オーストラリア、
中国、インド、インドネシア、日本、マレーシア、ニュージーラ
ンド、フィリピン、シンガポール、韓国、台湾、タイ、ベトナム
の企業経営者900人近くに対する調査回答に適用されまし
た。幅広い業界、企業規模、公的機関がこの調査対象に含
まれています。

調査における質問は、さまざまな企業におけるAIガバナンス
の成熟度を把握し、効果的なAIガバナンスに資する要素を洗
い出し、適切なAIガバナンスが備わっているメリットを評価
できるように設定されました。

本レポートは、アジアパシフィックの企業経営者やテクノロジーの最先
端に携わる方々向けに、Deloitte Access EconomicsとDeloitte Asia 
Pacific AI Instituteが共同で作成したものです。本レポートでは、信頼で
きるAIソリューションを開発するために、ガバナンス体制や組織の在り方
をどのように改善していくべきかについて、インサイトを提供します。
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透明性と説明可能性透明性と説明可能性

公平性と中立性公平性と中立性

堅牢性と信頼性堅牢性と信頼性

プライバシープライバシー

安全性とセキュリティ安全性とセキュリティ

責任責任

アカウンタビリティアカウンタビリティ

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/technology/solutions/trustworty-artificial-intelligence.html
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AIソリューションが実証段階から実装段階に進む中で、企
業経営者はセキュリティの脆弱性、プライバシー、法的リス
クといった大きなリスクに直面するようになっています。AI
ソリューションは生産性を大幅に引き上げるツールですが、
適切にリスクを管理しなければ、データ侵害、評判の失
墜、業務・規制上の罰金などにつながる可能性があります。
テクノロジー関連の仕事に携わる人の半数以上が、自分の
会社はAI関連のリスクに対処できないと考えており、これ
は憂慮すべき状況です。

4分の1以上の企業において、昨年度AIに関するインシデントが増加した。

デロイトのガバナンス成熟度インデ
ックスでは、企業におけるAIガバナ
ンスを評価するために、12の指標が
使われています。

AIガバナンスを 
優先付けし、AIからの 
リターンを実現する

AIの幅広い 
サプライチェーンを 
理解して生かす

リスク回避ではな 
くリスク管理 
を構築する

コミュニケーションを図り、 
AIによるトランスフォーメー 

ションに備える

実効性のあるAIガバナンスがあれば、こういったリスクに
対処し、AIの可能性を引き出すことができるでしょう。この
点を理解していくために、デロイトはアジアパシフィック13
カ国・地域の900人近い企業経営者を調査しました。これ
は、AIガバナンスの成熟度水準を棚卸しするという点でこ
れまでで最も包括的な調査です。

すべての業界で、AI利用に伴うインシデント数が増加している

しっかりとしたガバナンスは、AI採用の拡大や財務リターンの向上につながる

それでも、AIガバナンスに改善の余地がある企業は90％以上にのぼる

信頼できるAIの構築につながるアクション

政府・公的機関 ライフサイエンスと 
ヘルスケア

テクノロジー 金融

28% 31% 24% 42%

アジアパシフィックにおけるAIガバナンス成熟度インデックスのスコア分布

17% 9%74%

基本的 道半ば 準備完了

28% 
企業全体でAI 

ソリューションを利用する 
従業員の増加率

3倍  
研究開発、オペレーション 
と生産、顧客サービス、 
マーケティングと営業の 
分野でAIソリューションが 
利用されている割合

4.6 
パーセントポイント 
AIソリューションの利用から
生じる、平均的な大企業との

収益成長率の差

45% 
しっかりとしたガバナンスが

顧客の評判の向上 
につながると考える 
企業経営者の割合

1 2 3 4
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01 
急激なAIの活用から生じるリスクに対処する
アジアパシフィック地域では、AIの活用によってビジネス
環境にトランスフォーメーションが起きています。生成AI
が急激に頭角を現してきたことで、トランスフォーメーショ
ンのプロセスはさらに加速しています。アジアパシフィック
地域におけるAIに対する投資は2030年までに5倍に増加
し、1,170億米ドルに達する見込みです。1生成AIはあっとい
う間に、アジアパシフィック地域において最も急成長する
エンタープライズテクノロジーになりました。

生成AIの急激な採用を支えるのは従業員の存在です。多
くの場合、従業員がAIを使い始めるペースは経営者を上回
っています。以前のデロイトによる生成AIに関する調査で
は、すでに仕事で生成AIを利用している従業員は5人のう
ち2人以上にのぼり、若手従業員がこの動きを牽引してい
ることが明らかになりました。2

こういったAI採用のペースや規模を考えると、経営は、 
AIの実証や実装を進めるそばからAI関連のリスクに直面
していることになります。デロイトは900人近くの企業経
営者を対象に調査しましたが、その中では、AIの活用にあ
たって企業経営者に共通する懸念として、セキュリティの脆
弱性に関連するリスク（86%）、監視（83%）、プライバシー
（83%）が挙げられました（図表1）。生成AIの登場以来、
技術の能力が飛躍的に向上し、よりユーザーフレンドリー
なインターフェースが提供されることで、これらの強力なツ
ールを使える人々の数が増えました。それによりこれらのリ
スクは一層顕著になりました。

「デロイトの調査によると、テクノロジー
関連の仕事に携わる人の半数以上が、
自分の会社にはAI関連のリスクの特定
や対応ができる適切な体制がないと 

考えています」3 

AIソリューションだけではなく、ソリューションによって利用
される膨大な量のデータも相まって、セキュリティの脆弱性
が高まる可能性があります。こういった膨大なデータはデー
タ侵害の標的になる可能性があり、大きな経済的な損失に
つながりかねません。2024年のデータ侵害による経済的な
損失はグローバル平均で500億ドル近くに上っており、前年
から10%増加しました。4いうまでもなく、大企業にとっては
データ侵害の経済的な損失は大幅に高くなる可能性があり
ます。

ブランドイメージの毀損や顧客離れなど、数値化しにくい経
済的な損失も幅広く存在しています。顧客からの信頼の低下
やブランドレピュテーションへのマイナスの作用などは長期
にわたって影響するため、企業にはAIやサイバーセキュリテ
ィの効果的な管理が欠かせません。同時に、AI利用に関する
透明性を保つなど、顧客の倫理的な基準に沿った形でAIを
利用している企業は、顧客に選ばれるようになっています。
自身が経験したAIとのやり取りが倫理的であったと判断した
企業に対して、消費者の62%はより高い信頼を示し、52%は
そういった製品やサービスに追加料金を支払うことを厭わな
いと考えていることが調査で示されています。5 

コンプライアンスも、企業経営者が共通してリスクとして挙
げたテーマの1つです。刻 と々変化する法規制の要件を順守
した形でAIを利用することも企業には求められています。ア
ジアパシフィックの各国政府は法規制の制定や施行に力を
入れていますが、既存の規制要件は概して、総合的なベスト
プラクティスというよりは、企業として満たすべき最低限の
要件に留まっています。よって、AIのソリューションやシス
テムの信頼に関する全社的な基準を策定して取り入れ、そ
れを実施していくことが企業経営者に求められています。6 

AI関連のリスクへの対応は不可欠です。適切にこういったリ
スクを管理しなければ、顧客との関係の悪化、行政処分や
世間からの批判などにつながりかねません。さらに、こういっ
たリスクへの懸念によって企業がAIの活用に二の足を踏むこ
ともあり得ます。「State of AI in Enterprise」の調査では、AIツ
ールの開発と利用に関する最大の課題の中で、4件中3件は
リスク、規制、ガバナンスの問題であることが明らかにされて
います。7この調査結果は、AIに伴う倫理的なリスクや運用上
のリスクを管理し、AIというテクノロジーを全面的に生かし
ていく上で、効果的なAIガバナンスの重要性をより明確に示
しています。

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/ai-institute/generative-ai-asia-pacific.html
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図表1

AI利用に伴う潜在的なリスクに 
関する主な懸念
セキュリティの脆弱性

86%
監視

83%
プライバシー

83%
法的リスク・著作権侵害

80%
規制の不透明感

79%
信頼性とエラー

78%
悪意あるコンテンツ

78%
規制の重荷

76%
アカウンタビリティ

75%
透明性/説明可能性

73%
責任

73%
偏見と差別

71%
職を追われるリスク

70%

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。
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02 
しっかりとしたAIガバナンスとはどのようなものか
AIの急激な採用にまつわるリスクにうまく対応し、トランスフ
ォーメーションを生むこのテクノロジーを全面的に取り入れ
ていくために、経営者には信頼できるAIソリューションの開
発が不可欠です。信頼できるAIとは、AIというテクノロジーが
倫理的で法に適ったものであり、技術的に安定しているとい
うある種の確証を与えるものであり、自社全体でAIソリュー
ションを利用していくために企業経営者の確信につながるも
のです。

デロイトはTrustworthy AI（信頼できるAI）フレームワークを
策定し、AIソリューションへの信頼を築くために必要な要素と
して、（1）透明性と説明可能性、（2）公平性と中立性、（3）堅
牢性と信頼性、（4）プライバシー、（5）安全性とセキュリティ、
（6）責任、（7）アカウンタビリティ、の7つを定義しました（図
表2）。AIソリューションの構想段階から、設計や開発、調達や
実装に至るまで、この枠組みと基準を適用していくことが肝要
です。

図表2：デロイトによるTrustworthy AI（信頼できるAI）フレームワーク

出典：デロイト（2024年）。

許容できる範囲において、
人間や他のシステムから学習し、

一貫性のある信頼性の高い出力を生成する

堅牢性と信頼性

技術を活用して導き出された決定に
対する責任の所在を判断するための

ポリシーを持つ

アカウンタビリティ

社会的に責任ある方法で作成し、
運用する

責任安全性とセキュリティ

AIシステムを、物理的またはデジタルな
損害を引き起こす可能性のあるリスク
（サイバーリスクを含む）から保護する

契約や規制上の義務に従ってプライバシー
と守秘義務が尊重され、データはその意
図された目的と明示された範囲を超えて

使用されないことを担保する

プライバシー
利用者は自分のデータがどのように使用さ
れ、AIシステムがどのように判断するかを
知ることができ、アルゴリズムや属性などが

検査・検証可能な状態にある

透明性と説明可能性
すべての利用者が公平に利用するための

組織内外の検証をする

公平性と中立性
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7つの要素を満たした信頼できるAIソリューションの 
開発は自動的に起こるものではありません。こういった 
原則に適ったAIソリューションを確実に生み出すために、
企業はしっかりとしたAIガバナンスを備えていく必要が 
あります。

しっかりとしたAIガバナンスはテクノロジーのライフサイク
ルのあらゆる段階で求められ、テクノロジーやプロセス、
従業員のトレーニングなど多岐にわたって取り入れられる
べきものです。ガバナンスの仕組みは、利用しているAIソリ
ューションの進化の度合い、地域や業界ごとの規制、社内
のポリシーや基準に応じて調整する必要があります。

目標がつねに変化することから、AIガバナンスもなかなか
捉えどころのないものになります。そこで、信頼できるAIを
達成していくための実務的なステップとして、デロイトは「AI
ガバナンス成熟度インデックス」を開発しました。このイン
デックスは5本の柱（組織体制、ポリシーと原則、手順と統
制、人材とスキル、モニタリング・報告・評価）に関する12の
評価項目がベースになっており、企業におけるAIガバナンス
の成熟度を評価するものです（表1）。この指標に基づいて、
企業のAIガバナンスの成熟度を「基本的」「道半ば」「準備
完了」の段階に分類しました。インデックスの詳細や、イン
デックスを構成する質問は、付録Bをご覧ください。

組織体制 AIガバナンス専任の役割や責
任がない。

AIガバナンスの一定の役割や
責任を担う個人やチームを特
定している。

取締役会のアカウンタビリテ
ィが定義されており、組織全
体のAIガバナンスを支えるため
に経営陣に役割や責任が割り
当てられている。

ポリシーと原則 AIガバナンスの指針となるAIポ
リシーや原則がない。

AIガバナンスの指針となる基
本的なAIポリシーが備わって
いる。

自社のおかれた独自の環境に
あわせ、明確に定義された原
則に基づいた確実なポリシー
が存在している。

手順と統制 AIシステムの開発、実装、利用
に関して、リスク手順や統制が
存在しない。

AIシステムの開発、実装、利用
に関して、リスク手順や統制を
策定しているところである。

AIシステムの開発、実装、利用
に関して、既存のリスク手順や
統制のシステムで十分にまかな
うことができる。

人材とスキル 責任あるAIの活用を支援する
ための従業員向けのリソースや
トレーニングが存在しない。

責任あるAIの活用を支援する
ための従業員向けのリソース
を現在開発中である。

責任あるAIの活用に向けて、
従業員は利用やトレーニング
のガイドラインなどのリソース
を利用できる。

モニタリング・ 
報告・評価

AIシステムのモニタリングや
報告のメカニズムが稼働して
いない。

AIシステムのモニタリングや報
告のメカニズムやツールを開
発中である。

AIシステムのモニタリングや報
告の既存のメカニズムやツール
が稼働している。

基本的柱 道半ば 準備完了

表1：デロイトAIガバナンス成熟度インデックス

出典：デロイト（2024年）。



組織体制 人材とスキルポリシーと原則 手順と統制 モニタリング・ 
報告・評価

信頼できる 
AIの達成

5本の柱を育てる 
必要がある

AIガバナンス成熟度インデックスの5本の柱

以下の図表は、信頼できるAIを達成していくための基本的な
要素として、デロイトAIガバナンス成熟度インデックスのそれ
ぞれの柱を示しています。さらに、インデックスでは、信頼で
きるAIの枠組みで示した7つの要素を達成していくために企
業が取るべき実務的な体制や活動も示しています。

AIガバナンスには画一的なアプローチは存在しません。業
界や規制環境、AIに関する目標や採用しているAIソリュー
ションの種類によって、具体的なガバナンスの体制は異な
ります。たとえば、AIによるチャットボットで人事に関する
情報を従業員に提供している場合と、顧客と直接やり取り
するようなAIを使った融資申請のソリューションを銀行が
提供する場合には、異なる統制プロセスが必要になるでし
ょう。AIガバナンスに共通する機能を比較することで、自社
のガバナンス基準の改善分野を洗い出すことができるよう
になります。

図表3：デロイトAIガバナンス成熟度インデックス

出典：デロイト（2024年）。

AIガバナンス成熟度が高いからといって、かならずしも信頼
できるAIという結果につながるわけではない点にも留意すべ
きでしょう。ガバナンス統制が存在していても、効果的に実
施されていない、従業員に理解されていない、事業の文脈
や戦略に沿っていない、といった場合には、信頼できるAIと
いう結果につながらないかもしれません。効果的なAIガバナ
ンスというものは企業によって異なります。そのため、自社独
自のニーズや変化する規制要件に沿って、自社のAIガバナン
スの枠組みを常に評価し、精緻化していくことが重要になり
ます。

岐路に立つAI l 信頼構築がAI活用拡大への道
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エナジー・クイーンズランド社は、オーストラリア最大の国有電力会社で、230万人の
顧客に電力サービスを提供しています。配電、小売り、総合エネルギーソリューション
といった事業に9,300人以上の従業員が従事しています。

未来に備えて力をつける： 
責任あるAIと持続可能なイノベーションに向けた
エナジー・クイーンズランド社のコミットメント  

エナジー・クイーンズランド社のCIOであるSharyn 
Scriven氏は、「AIはゲームチェンジャーです。当社のビジ
ョンや2032年に向けた企業戦略の達成のために、AIの成
熟が当社の事業や従業員の助けになるでしょう」と述べて
います。

顧客・新規プラットフォーム領域のゼネラルマネジャーで
あるJosh Gow氏は、同社がAIを取り入れていく重要性を
認識しています。AIの取り込みがオペレーショナルエクセ
レンスを高め、顧客体験を向上させ、自社の野心的な戦略
を支えることになると考えているためです。エナジー・クイ
ーンズランド社はすでに数年にわたってAIを利用してきまし
た。その過程で、AIの活用はニッチで特別なユースケース
から、幅広いユースケースの評価や実装に変化してきまし
た。  

エナジー・クイーンズランド社に必要だったのは、新たな
AIソリューションを導入する前に、適切なポリシーや態勢
を整えられるよう、AIポリシーを策定することでした。ユー
スケースを組織全体に拡大していくためのAIポリシーやロ
ードマップの作成、安全かつスムーズに目標に進むためのア
クションなどが必要でした。業界のベストプラクティスに
沿ったAIポリシーを作成し、正しく導入していくために、エ
ナジー・クイーンズランド社は社内だけではなく、社外組
織にも独立した立場からAIポリシーのレビューを依頼しま
した。Gow氏は次のように説明しています。  

「AIの環境が急激に変化し、業界基準やガイドラインが
成熟しつつあることを踏まえ、当社のポリシーも“生きた
文書”として常に見直され続けています。当社は月次で経
営陣が参加するAIステアリングコミッティを開催してい
ます。そこでは定期的にAIの進化、リスク、機会について
ディスカッションが行われています」 

エナジー・クイーンズランド社のAIに関する取り組みでは、
全面導入前にAIのユースケースをテストし、実証実験を行
うことが重要な特徴となっています。同社では戦略的な観
点から、社内の利用事例からまずAIを試しています。これ
は「ユースケースのリスクや機会を段階的に評価できるよ

う、テストと学習を重ねる」（Gow氏）環境を醸成していくた
めです。エンタープライズツールの試行や、AIプラットフォー
ムサービスの構築などを通して、膨大な量の文書化やミーティ
ング、Eメールなどが必要になる企業ユーザーのサポートへと
つなげているのです。  

効果的かつ責任あるAIの活用には、強力なAIソリューション
だけではなく、適切な能力を持った人材も必要です。そのた
め、同社ではさまざまな役割の従業員が次の実装前に、コン
トロールグループ向けのリリース、教育やトレーニングのプロ
グラムに参加する「コントロールグループ向けリリース」を実
施し、レビューしています。  

「今後のAIソリューションの採用から生じる価値や機会をと
らえつつ、リスクを継続的に管理していくことが不可欠です。
他のさまざまなテクノロジーに対してAIが幅広く利用される
ように“なるかどうか”ではなく、“いつなるか”の問題なので
す。誰もが同じAIを使っているわけではありませんし、隠れ
た存在になっている可能性もあります。当社の助けとなるよ
うにAIを調整し、効果的で責任のある、そして価値の高いも
のにしていく必要があります」 

AIポリシーAIポリシー

AIステアリングコミッティAIステアリングコミッティ

AIプログラムの社内での AIプログラムの社内での 
試行と実証 試行と実証 

トレーニングプログラムトレーニングプログラム

信頼できるAIのための主な特徴



03 
アジアパシフィックにおけるAIガバナンス
信頼できるAIに必要なガバナンス体制を備えているアジア
パシフィックの企業は、10社のうち1社未満にとどまってい
ます。デロイトのAIガバナンス成熟度インデックスに照らし
合わせると、91%の企業のAIガバナンス体制が「基本的」
または「道半ば」の状態であり、AIガバナンスの改善には大
きな余地があることがわかります（グラフ1）。

AIガバナンス成熟度インデックスの5本の柱を調べると、ア
ジアパシフィックの企業には、「ポリシーと原則」とともに
「手順と統制」について最大の改善余地があることがわか
ります。現時点で、この2本の柱について「基本的」な水準
にとどまっている分類の企業はそれぞれ31%と23%になっ
ています。対照的に、「組織体制」や「モニタリング・評価」
の柱に関する取り組みは優秀で、90%以上の企業が少な
くとも「道半ば」の状態にあります。

AIガバナンス成熟度インデックス全体で「準備完了」と見
なされるためには、5本の柱すべてにわたって優れた実績
を挙げている必要があります。5本の柱のうち1本が「準
備完了」の状態にある企業は5社に1社存在していました
が、AIガバナンス全体で「準備完了」となったのはそのうち
の半分にとどまっています。このことから、AIガバナンスに
対して総合的な見地から検討し、信頼できるAIに必要な条
件を揃えていく必要があることが分かります

グラフ2：アジアパシフィックにおける信頼できるAIインデックス
の分布

グラフ1：アジアパシフィックにおける信頼できるAIインデックス
の分布

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

自信過剰のバイアスを克服する
自社のAIガバナンスの成熟度を過大評価している経営者もいるかもしれません。「Deloitte’s State of Generative AI in the 
Enterprise」の調査では、自社のリスク管理手順とガバナンスの準備が「万全である」とした企業経営者は23%に上りまし
た。しかし、今回の調査で、土台となるAIガバナンス体制についてより詳細に掘り下げたところ、ガバナンスの水準が「準備
完了」の状態に達している企業は実際にはわずか9%でした。8具体的な質問やサンプルは異なるものの、この2つの調査結
果の大きなギャップを見ると、企業経営者は自社のAIガバナンスの成熟度について詳しく把握する必要があることがわかり
ます。過剰な自信はAIガバナンス改善の障壁となり得るため重要な問題です。AIリスク管理のために十分な体制が整ってい
ると経営者が判断してしまうと、改善の方策を考えなくなるためです。

組織体制

18%9% 73%

ポリシーと原則

13%31% 56%

手順と統制

10%23% 66%

人材とスキル

14%22% 64%

モニタリング・報告・評価

18%6% 77%

17% 9%74%

基本的 道半ば 準備完了

岐路に立つAI l 信頼構築がAI活用拡大への道
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出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

組織内でAI標準の管理に責任を持つ明確な役割を設定す
ることで、新たに発生するAI関連の問題に適切に対処する
ことができます。調査対象となった企業の大半では、この責
任は経営層が担っており、91%の企業では、取締役または
最高幹部（CXO）が明確な責任を有しています。リスクや基
準の管理の責任者として経営陣以外のAIリードを任命して
いる企業は7%で、組織内にこういった責任を主に担う役割
を特定できないとした企業は2%以下にとどまりました。

1本目の柱

組織体制

AIに関する倫理と法規制のコンプライアンスに責任を担うチ
ームの体制は企業によって異なります。4分の1強（28%）の
企業は、倫理・リスクに関する中心的なチームを作ってAI利
用の傾向のモニタリングやリスクの検知を実施しています。
一方で、過半数の企業（61%）は部門やチーム全体または一
部の中に、専任の担当者を置いています（グラフ3）。残りの
企業は、専任の担当者のあるチームがいくつか存在している
か、AI利用に関する専任の役割がないかのどちらかです。チ
ームの編成よりも重要なのは、AI基準に関する明確な責任と
アカウンタビリティの有無ですが、この点は規模の小さい企
業ほど浸透していません。AIリスクに関する専任の役割が存
在しない割合は、従業員数1,000人以上の企業では3%にと
どまりますが、従業員数100人以下の企業では23%に達して
います。

組織全体で 
一元的なチームがある

28%

チーム/部門すべてに
専任の担当者がいる

31%
チーム/部門の一部に
専任の担当者がいる

29%
AI利用に関する専門
の役割は存在しない

11%

グラフ3：AIに関する倫理と法規制のコンプライアンスに責任を担うチームの体制

岐路に立つAI l 信頼構築がAI活用拡大への道
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効果的なAIガバナンスの基本的な前提として、ポリシーが
明確であり、幅広く浸透している必要があります。このAIポ
リシーはAI戦略とは異なります。AI戦略にはAIに関する目
標や進捗を測る主要指数などのより広範な要素が盛り込ま
れているものです。アジアパシフィックの大半の企業にはAI
戦略が備わっていますが、多くの企業では、しっかりとした
ガバナンスというAIポリシーの大切な要素が欠如していま
す。AIポリシーの半数以上にはAIガバナンスの目標またはAI
に関する倫理的なガイドラインや原則を実施していくため
のタイムラインが存在していません。

従業員がAI戦略の価値を実感していくためには、AIポリシ
ーにこういったガバナンスの要素を盛り込むことが不可欠
です。全社的なAI戦略のある企業の中で、従業員全員がか
ならずしもAI戦略の価値を理解していないと考える企業は
30%にのぼります。AIポリシーにモニタリングや監査が含ま
れている場合（全体的な組織ポリシーと統合された形で、
リスク許容度や対応・改善計画が明確に定義されている場
合）、従業員が戦略の価値を認める傾向が高くなります。

3本目の柱は、企業におけるAI関連のリスクや基準の管理
について、日常的な慣行を取り上げたものです。AI関連のリ
スク、利用しているAIソリューションの総合的な棚卸し、特
定のAIソリューション利用に伴うリスクを軽減する統制の枠
組みといった事柄の特定と管理に関する評価手順がこれに
あたります。この柱で「準備完了」に分類された企業は少数
で、アジアパシフィックにおいて信頼できるAIの取り組みを
改善していくためにはこの分野の進展がカギとなります。

2本目の柱

3本目の柱

ポリシーと原則

手順と統制

グラフ4：信頼できるAIポリシーの実施

インシデント対応と改善計画

15% 38% 48%

倫理的なガイドラインと原則

11% 34% 55%

安全かつ責任あるAI利用に関する社内AIポリシー

8% 25% 67%

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

予定なし/わ
からない

今後予定して 
いる

既に導入され
ている

従業員が職場におけるAI利用について質問したり、インシデ
ントを報告したりできるシステムが、効果的なAIガバナンスの
主な要素となります。しかし、5社のうち2社までもがそうい
った報告のメカニズムを備えていません。正式な報告システ
ムを備えている企業では、そうでない企業の5倍の問い合わ
せと2倍の数のインシデント報告を受けています。つまり、こ
ういったシステムのない企業は、AIに伴う新たなリスクをまっ
たく感知していない可能性があることが示唆されているので
す。特にアジアパシフィック地域では問い合わせやインシデ
ントの数が増加し続けており、この問題の緊急性がさらに増
しています（グラフ5）。

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。注：「わからない」（6%）という回答を除外。

グラフ5：AIに関するインシデントの数、2024年度と2023年の比較

47%
増加した

32%
変わらない 減少した

18%

岐路に立つAI l 信頼構築がAI活用拡大への道
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グラフ6：従業員のAI利用をサポートするために利用
できるリソース

信頼できるAIの構築において、従業員が決定的な役割を果
たします。しかし、多くの企業にとってこの点は課題です。責
任あるやり方でAIを利用できるスキルや能力を備えている
従業員は、平均すると56%にとどまっています。

トレーニングがこのギャップを埋める強力なツールになり
得ます。AIトレーニングを提供している企業では、提供して
いない企業と比べると、AIを安全に利用できる従業員の割
合が27%高くなっています。ただし、調査対象となった企業
の中で、現時点でこういったプログラムを提供しているのは
52%にとどまっています。それでも、現時点でトレーニング
を提供していない企業の72%が従業員向けに積極的にプ
ログラムを開発しようとしています。

大半の企業が責任あるAIの活用に関するガイドラインを提
供しており、55%の企業は現場における学びや実証実験を
推奨しています。若干数は減りますが（49%）、従業員向け
の助言サービスや助言機関を提供している企業も存在して
います。AI利用のガイドラインやトレーニングについては民
間企業のほうが進んでいます。一方で、公的機関はセキュリ
ティ対策に注力する傾向が高く、トレーニングについては現
場で学ぶスタイルを奨励しています。

4本目の柱

人材とスキル

開発中 既に利用できる

適切なAI利用
に関するガ 
イドライン

31%

58%

従業員向け
の助言 
サービス

36%

49%

適切なAI利
用に関するト
レーニング

34%

52%

AIセキュリテ
ィとプライバ
シーの対策

32%

55%

現場での 
学びを推奨

32%

55%

新たなリスクやインシデントの発生に対応するためには、変
化し続ける要件や新たな問題に対処できるAIガバナンスの
体制を備えていることが企業にとって不可欠です。全体とし
てみれば、この柱について企業は比較的良い成績を挙げて
おり、「準備完了」の段階にある企業が最高の割合（18%）
になりました。大多数の企業（85%）は、少なくとも6カ月
に1回、社内基準に照らして自社のAIガバナンスを評価し
ています（「少なくとも6カ月に1回」「3カ月に1回」「リア
ルタイム」で評価する企業の割合）。AIガバナンスが変化す
る規制要件を順守しているかどうか、モニタリングや評価し
ていくことがこの柱のもう1つの要素です。企業の4分の3近
くが少なくとも6カ月ごとに法規制要件を見直しています。

5本目の柱

モニタリング・報告・評価

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

グラフ7：社内基準に照らしてAIシステムを評価する頻度

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

常に、または、
リアルタイムで

少なくとも 
2～3カ月に1回

少なくとも 
6カ月に1回

少なくとも 
1年に1回

1年に1回
未満 

47%

30%

27%

10%

わからない/ 
実施していない

2%
3%
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信頼できるAIの業界比較
AIガバナンス成熟度インデックスやそれぞれの柱の結果は業界によって
異なります。金融サービス、テクノロジー・メディア・通信、ライフサイエ
ンス・ヘルスケア、政府・公共サービスの企業は、信頼できるAIに関して
「準備完了」の組織の割合が概して最も高いことが分かりました。一方
で、政府・公的機関やライフサイエンス・ヘルスケアの企業はこの割合
が低くなっています。4つの主要業界について、全般的なまとめを次のペ
ージからご紹介しています。アジアパシフィックの主要企業に関する同
様のまとめは付録Dをご覧ください。



昨年度にインシデントの数が増えた
と回答した金融サービス機関の割合

注：金融サービス業界のサンプル数 = 60

金融サービス機関において、倫理的か
つ法にかなったやり方でAIソリューシ
ョンを利用するために必要な水準のス
キルを備えた従業員の割合

従業員が懸念を表明できるシステ
ムを備えている金融サービス機関
の割合

倫理的かつ法令を順守したAI利用に関
して、スキルギャップを埋めるために既
存従業員のスキル向上を図る金融サー
ビス機関の割合

金融サービス業界の調査結果

57%70%

42% 68%

金融サービス業界は知識・データ集約型であることから、
デジタルイノベーションの取り込みに積極的に動いていま
す。比較的厳しい規制の下にあり、保有している金融情報
の機密性も高いため、新たなイノベーションに対応したガ
バナンスプロセスを迅速に確立していく必要があります。

金融サービス業界は他の業界と比較すると、デロイトのAIガ
バナンス成熟度インデックスで高い水準の成熟度を示しまし
た。特に若い世代の消費者やテクノロジーに精通した消費
者の間で金融サービスに対する需要が高まっており、業界の
今後の成長にはしっかりとしたガバナンスが欠かせないこと
が分かります。金融サービス業界が今後もAIを取り込んでい
く中で、規制順守や顧客データの保護が重要な問題になり
ます。

AIガバナンス成熟度インデックス 

10% 13%77%

17% 9%74%

金融サービス業界

全業界

注：四捨五入により合計が100%にならない場合があります。

実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

AIソリューションのアウトプッ
トや結果に対する信頼のレベ
ルが高い（57%）

信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（47%）

企業全般において、AIソリュ
ーションの実装が早い 
（47%）

信頼性とエラー 
（92%） 

法的リスクと著作権の 
侵害（88%）

セキュリティの脆弱性
（87%）

法規制、倫理、コンプライアン
ス、その他のリスクに対する懸
念がある（45%）

テクノロジー導入に課題が 
ある（38%）

イノベーションの意欲がない / 
実証が不十分（32%）

基本的 道半ば 準備完了



実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

昨年度にインシデントの数が増えた
と回答したテクノロジー・メディア・ 
通信業界企業の割合

注：テクノロジー・メディア・通信業界のサンプル数 = 160

注：四捨五入により合計が100%にならない場合があります。

テクノロジー・メディア・通信業界企業
において、倫理的かつ法にかなったや
り方でAIソリューションを利用するた
めに必要な水準のスキルを備えた従
業員の割合

昨年度にインシデントの数が増えた
と回答したテクノロジー・メディア・
通信業界企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI利用に関
して、スキルギャップを埋めるために既
存従業員のスキル向上を図るテクノロ
ジー・メディア・通信業界企業の割合

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（58%）

AIソリューションのアウトプッ
トや結果に対する信頼のレベ
ルが高い（54%）

企業全般において、AIソリュ
ーションの実装が早い 
（53%）

法的リスクと著作権の侵害：
法的義務・法的責任（84%） 

プライバシー：機密情報や個
人情報の害のリスク（83%） 

セキュリティの脆弱性： 
ハッキング/サイバー攻撃、 
不正アクセス、AIシステムの
悪用のリスク（81%）

テクノロジー導入に課題がある
（39%） 

法規制、倫理、コンプライアン
ス、その他のリスクに対する懸
念がある（34%） 

AI導入に関する戦略やビジョ
ンがない（33%）

テクノロジー・メディア・通信業界 
の調査結果

63%62%

24% 71%

テクノロジー・メディア・通信業界はAIによるディスラプシ
ョンの最前線に立っているばかりではなく、他の業界向
けのAIソリューション開発を可能にしています。この業界
は長期にわたってAIを活用してきており、他の業界と比較
するとガバナンスプロセスがより確立されています。よっ
て、AIガバナンス成熟度インデックスでも高いスコアを出
しています。

デロイトによる生成AIに関するレポートによると、テクノロジ
ー・メディア・通信業界の従業員は、仕事における生成AIの
利用を牽引しており、このセクターが新たな動向に反応でき
る理由になっています。テクノロジー・メディア・通信業界の
主な課題はテクノロジーソリューションにまつわるデータ利
用に関する法的リスクや機密リスクの管理です。他の業界に
対してテクノロジーのサポートを提供していることから、顧客
からの信頼を維持していくためには堅実なガバナンスが最優
先事項になるでしょう。AIガバナンス成熟度インデックス 

11% 76% 14%

17% 9%74%

テクノロジー・メディア・通信業界

全業界

基本的 道半ば 準備完了



昨年度にインシデントの数が増えた
と回答したライフサイエンス・ヘルス
ケア企業の割合

注：ライフサイエンス・ヘルスケア業界のサンプル数 = 36

ライフサイエンス・ヘルスケア企業に
おいて、倫理的かつ法にかなったやり
方でAIソリューションを利用するため
に必要な水準のスキルを備えた従業
員の割合

従業員が懸念を表明できるシステム
を備えているライフサイエンス・ヘ
ルスケア企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI利用に関
して、スキルギャップを埋めるために既
存従業員のスキル向上を図るライフサ
イエンス・ヘルスケア企業の割合

ライフサイエンス・ヘルスケア業界
の調査結果

51%55%

31% 61%

ヘルスケアにおけるAIソリューションには、一般的に病状
や個人の属性といった個人データが必要になります。こう
いった個人データには確実なプライバシー基準やセキュリ
ティ基準が求められます。こういったデータの特性から、
ライフサイエンス・ヘルスケア業界ではセキュリティの脆
弱性が最大のリスクとして挙げられています。AIソリュー
ションによるデータ利用に関して、個人データ提供前に患

者からの確実な同意が必要になるため、消費者の評判の向
上や業務に対する社会的信認が主なメリットになります。

ライフサイエンス・ヘルスケア業界では「基本的」に分類さ
れた企業の割合が比較的高くなっています。この点は、ヘル
スケアではデジタルトランスフォーメーションの取り込みに
時間を要すること、従業員の抵抗感が強いことを表してい
ます。つまり、ヘルスケア関連企業はAIガバナンスを改善し
なければ、AIソリューションを活用できない、ということに
なります。

AIガバナンス成熟度インデックス 

25% 8%67%

17% 9%74%

ライフサイエンス・ヘルスケア業界

全業界

注：四捨五入により合計が100%にならない場合があります。

実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

顧客からの信頼の向上 
（44%）

AIソリューションを運用する
社会的信認が確立されている
（42%）

規制コンプライアンスの水準
が高い（42%）

セキュリティの脆弱性：ハッ
キング/サイバー攻撃のリスク
（86%）

監視：監視の広がりによるプ
ライバシーの侵害（86%）

規制が重荷：AIソリューショ
ン利用に伴う報告要件やプ
ロセス要件が過大（83%）

AIとその可能性に対する理解
が不十分（39%） 

経営陣のコミットメントがない 
(33%)

AI導入に関する戦略やビジョ
ンがない（33%）

基本的 道半ば 準備完了



実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

昨年度にインシデントの数が増えた
と回答した政府・公共サービス機関
の割合

注：政府・公共サービス機関のサンプル数 = 172 
公的機関はセクターで組織の所有者をもとに定義されていますが、その他の業界は提供されている具体的な製品やサービスによって定義されています。公的機関
に属する組織は、ヘルスケアや金融などのさまざまな業界で業務を展開しています。

注：四捨五入により合計が100%にならない場合があります。

政府・公共サービス機関において、倫
理的かつ法にかなったやり方でAIソリ
ューションを利用するために必要な水
準のスキルを備えた従業員の割合

従業員が懸念を表明できるシステム
を備えている政府・公共サービス機
関の割合

倫理的かつ法令を順守したAI利用に関
して、スキルギャップを埋めるために既
存従業員のスキル向上を図る政府・ 
公共サービス機関の割合

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

AIソリューションのアウトプッ
トや結果に対する信頼のレベ
ルが高い（56%）

信頼が高いことから、AIソ
リューションの利用率も高い
（54%）

企業全般において、AIソリュ
ーションの実装が早い 
（48%）

セキュリティの脆弱性： 
ハッキング/サイバー攻撃のリ
スク（87%）

監視：監視の広がりによるプ
ライバシーの侵害（83%）

 
悪意のあるコンテンツ 
（82%）

テクノロジー導入に課題がある
（38%）

 
法規制、倫理、コンプライアン
ス、その他のリスクに対する懸
念がある（37%）

AIとその可能性に対する理解
が不十分（36%）

政府・公共サービス機関の調査結果
アジアパシフィックの政府・公共サービス機関が直面して
いる大きな課題は、AIの規制と倫理的な利用に関連した
ものです。環境変化に遅れずついていき、AIテクノロジー
利用に関して新たに生じる懸念に柔軟かつ迅速に対応す
ることが優先事項です。

市民に対してデジタルサービスを提供し、政府・公共サービ
ス機関の効率化を図る可能性をAIは秘めていますが、そのた
めにはデータセキュリティを徹底し、サイバー攻撃のリスクか
ら守っていく必要があります。この点が、セキュリティの脆弱
性や監視についての懸念を示した機関の割合が比較的高か
ったことにつながっています。

AIガバナンス成熟度インデックス 

19% 72% 10%

17% 9%74%

政府・公共サービス機関

民間セクター

65% 57%

28% 69%

基本的 道半ば 準備完了



04 
しっかりとしたAIガバナンスから得られる効果

AIガバナンスの成熟度向上に向けて投資している企業は、大きなメリットを享受するように
なっています。そういった企業では、AIのアウトプットを信頼できなければAIから得られる
機会を最大限生かし切ることはできない、と経営陣が認識しているのです。

本レポートでこれまで取り上げてきたように、AIの活用に際し
て経営者はリスクに直面します。AIのアウトプットに対する高
い信頼は、こういったリスクを軽減する具体的なアクション
を伴ったガバナンスから生まれます。たとえば、インシデント
対応や改善計画の導入によって、問題を適切に管理できると
いう確信が生まれます。AIガバナンス成熟度インデックスで
「準備完了」の水準に達している企業は、セキュリティやプラ
イバシー、法的リスクといった主要なリスクに関する懸念が
低い傾向があります（グラフ9）。「道半ば」と「基本的」の段
階にある企業では、リスクに関して同程度の懸念を持ってい
ます。この点からも、AI利用に関する懸念に対処するために
は、5本の柱全体にわたって効果的なAIガバナンスを確立し
ていく重要性が浮き彫りになっています。

グラフ8：

信頼できるAIのメリット上位5件
AIソリューションのアウトプットや結果に対する信頼が高い

AIに対する信頼が高いため、AIソリューションの利用率が高い

顧客からの評判が向上した

AIソリューションによって生産性が向上した

社内全体でAIソリューションの実装が迅速化した

51%

50%

45%

44%

44%

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

効果的なAIガバナンスから得られる最も一般的なメリット
は、AIソリューションのアウトプットや結果に対する高い信
頼であり、企業経営者の半数（51%）がこのメリットを選択し
ました（グラフ8）。別の調査では、透明性の高いAIシステム
があると、ユーザーの信頼が30%高まり、よってAIの活用や
利用の可能性が高まることが分かっています。9  

岐路に立つAI l 信頼構築がAI活用拡大への道
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グラフ9：主要リスクに対する懸念（AIガバナンス成熟度別）

AIガバナンス成熟度AIガバナンス成熟度

効果的なガバナンスが備わっているもう1つのメリットは、企
業全体で幅広くAIソリューションを利用できることです。企
業経営者の半数がこのメリットを挙げています。この結果は
計量経済学のモデリングを使って検証されました。検証によ
ると、AIガバナンス成熟度インデックスで「準備完了」の段階
にある企業は、「基本的」な段階にとどまっている同種の企
業よりも、社内でAIソリューションを利用している分野が3分
野多いことが分かりました。10たとえば、顧客サービス、マー
ケティングと営業、オペレーションと生産、研究開発（R&D）
の分野では、「準備完了」の企業がAIを利用する可能性はそ
れ以外の企業の3倍になります。

さらに、AIガバナンス体制を確立することで、AIソリューショ
ンがすでに実装されている分野の中でも、利用の幅が広がり
ます。「準備完了」の評価を受けた企業では、「基本的」な評
価の企業よりも、AIツールを利用する従業員の割合が平均す

ると16パーセントポイント高くなります。この数字は、平均的
な組織において、AIユーザーの数が28%増加するのと同等
です。企業内の同じ下位分野（マーケティングと営業、研究開
発、など）でAIソリューションを実装している企業を比較した
場合でも、同様の結果になります。この結果からは、特定企
業の従業員の間でも、信頼できるAIがあればAIソリューショ
ンの取り入れが全般的に高まることがわかります。本レポート
のモデリングに関する詳細は付録Cを覧ください。 

本調査で使ったモデリングでは、 
効果的なAIガバナンスは、組織全体で 
の導入済みAIソリューションの利用範囲
を広げ、さらに多くの従業員による活用 
を促進することが示されています

セキュリティ 
の脆弱性

関
連
す
る
企
業
の
割
合

監視 プライバシー 法的リスク 規制の不透明感
0%

25%

50%

75%

89%

81% 81%

70%

79% 80%

66%

90%
83% 83%

71%

87% 87%

73% 75%

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

基本的 道半ば 準備完了
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AIに関して倫理的な配慮やデータプライバシーを気にする
顧客が増えています。実際に、オンラインサービスから得ら
れるメリットのほうがデータプライバシーの懸念よりも大き
いと考える消費者は半数にとどまっています。11 効果的なAI
ガバナンスはこういった価値観に対するコミットメントを示
すものであり、企業の評判の向上にもつながります。企業経
営者の45%が、こういった顧客からの信頼というメリットを
認識しています。 

従来のAIのツールも生成AIのツールも、生産性の大幅な向
上につながることが示されてきました。デロイトが「AI世代」
と命名した若手社会人と学生1万1,900人を調査したデロ
イトの分析では、日常的に生成AIを利用している回答者は、
毎週5.3時間節約できていることが分かりました。12ユーザ
ーがAI利用に慣れ、AIの能力も進化し続けていることから、
この節約できる時間はさらに増えている可能性もあります。

他の研究では、AIソリューションを利用している企業では、
業務効率や生産性が15%向上していることが示されていま
す。13本調査の結果では、効果的なガバナンスの枠組みが
あれば、AIソリューションの生産性がさらに高まることが
示されました。実際に、生産性が高まったとした企業経営
者は44%にのぼります。本レポートのモデリングでは、信
頼できるAIインデックスで高い評価を得た組織は、過去一
年間において収益成長率がより高い傾向にあることが分か
ります。信頼できるAIインデックスのスコアが15ポイント向
上すると、AIの活用水準を考慮した上でも、収益成長率が
4.6パーセントポイント高くなります。従業員が1,000人以上
いる大企業が2024年度から2025年度にかけて収益が1億
ドル拡大した場合、収益成長のうち460万ドルは信頼できる
AIのレベルが高まった結果ということになります。中規模企
業（昨年の収益成長率は19.5%）については、これは25%
近い増加を反映していることになります。本レポートのモデ
リングに関する詳細は付録Cをご覧ください。

AIガバナンスは社内手続きの増加につながるため、組織内で
のAIの取り込みを遅らせる原因になる、という誤解も存在して
います。実際のところは、効果的なAIガバナンスがあれば、明
確な手順や統制が確立され、AIソリューションの実装プロセ
スが合理化されることになります。企業経営者の44%は、効
果的なAIガバナンスが組織全体でAIソリューション実装の迅
速化につながると考えています。この結果は他の研究でも証
明されており、しっかりとしたAIガバナンスの枠組みのある企
業では、そういった枠組みのない企業と比較すると、AIソリュ
ーションの実装が20%迅速化することが分かっています。

適切なAIガバナンスがあれば、 
AIソリューションの生産性が高まり 
ます。AIガバナンス成熟度のスコアが高
いと、利用されているAIソリューションの
量を考慮に入れても、収益成長の増加に

つながるという結果になります

岐路に立つAI l 信頼構築がAI活用拡大への道
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05 
信頼できるAIの基礎を築く

AIソリューションを業務やビジネスモデルに組み込む際、効果的なAIガバナンスが
不可欠です。これまで取り上げてきたように、ガバナンスの実効性が高いと、AI利用
の拡大やリターンの増加につながり、さらにダウンサイドリスク管理の助けにもなり
ます。 

では、自社のAIガバナンス改善に現時点で企業経営者が講じるべき大切な打ち手
とは何でしょうか。本調査結果の分析を通して、影響力の高い4つのアクションが浮
き彫りになりました。

AIガバナンス成熟度インデックスからは、大半の企業につ
いてAIガバナンスに改善の余地があることが分かりました。
本調査では、AIガバナンスの改善は「あると良い」ものでは
なく、この非常に強力なエンタープライズテクノロジーを活
用していくために不可欠なものであることが示されていま
す。AIガバナンスを強化するための最初のステップは、どこ
から手を付けるのかを見極めることです。

AIガバナンス成熟度インデックスでは、組織体制、ポリシー
と原則、手順と統制、人材とスキル、モニタリング・報告・評
価といった5つの柱を洗い出しました。企業はこの柱を利用
して、自社のシステムを評価し、改善分野を洗い出すことが

推奨事項1

AIガバナンス強化の優先度を上げ、AIからのリターンを実現する 1

できます。デロイトの調査では、企業の多くが「ポリシーと原
則」とともに「手順と統制」の柱にまずは注力していることが
分かります。

AIに関連して新たに出てくるリスクに対応するために、また
は、AIソリューションの実装を進める中で、AIガバナンスの継
続的な評価も必要です。特定の地域や業界の規制変更に備
えて、企業はAIガバナンスに関する最新の基準を常に把握し
ている必要があります。

組織体制 人材とスキルポリシーと原則 手順と統制 モニタリング・ 
報告・評価

AIガバナンス成熟度インデックスの5本の柱

岐路に立つAI l 信頼構築がAI活用拡大への道
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自社におけるAI利用とともに、より幅広い「AI関連ステーク
ホルダー」とのやり取りについても把握しておくと、AIガバナ
ンス要件についてより包括的な理解を得ることができるで
しょう。ここでいう「AI関連ステークホルダー」とは、開発
者、運用者、規制当局、プラットフォームのプロバイダ、エン
ドユーザー、顧客などのことです。たとえば、経営者の15%
が、購入した「既製品」のAIソリューション、自社開発のAIソ
リューション、一般的に利用できるAIアプリケーションを組
み合わせて利用していると回答しました。AIの入手先によっ
てそれぞれガバナンスのアプローチを検討する必要がある
でしょう。

推奨事項2

広範なAI関連ステークホルダーを認識して活用する 2

また、より幅広い「AI関連ステークホルダー」の知識や異なる
視点を活用して自社のAIガバナンスを改善することも可能で
しょう。ガバナンスの枠組みに社外の監査法人を取り込んで、
「第三の防衛線」を構築しようとしている企業も増えていま
す。 実効性を保つためには、AIソリューションのライフサイ
クル全般にわたってこういった監査を実施する必要があるで
しょう。AIソリューションの導入について、社外機関に関与し
てもらってレビューを実施している企業は、信頼できるAIイン
デックスのスコアが高いことも注目すべきです（グラフ10）。
「準備完了」のカテゴリーに入る企業の3分の2では、社外機
関がAIソリューションの導入をレビューしています。本調査の
ためのコンサルティングにおいて、適切な業界団体と協力す
ることも、AIガバナンスにまつわる独自の要件を理解する助
けになることが分かりました。

グラフ10：AIの導入に対するレビューの種類とAIガバナンス 
成熟度インデックス

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

レビューなし/
わからない

社内のレビュー 社外のレビュー

基本的

35% 47% 18%

道半ば

5% 35% 60%

準備完了

34% 66%
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AIガバナンスをうまく運用するためには人間による判断や
行動（または対応）が欠かせません。AIソリューションの設
計・実装・利用に携わっているかどうかに関わらず、従業員
はAIソリューションの機能や潜在的なリスクについて貴重
なインサイトを有しています。従業員のスキルと能力の開発
がリスクの特定・評価・管理につながる、という点は重要で
す。スキルと能力の開発を通して、リスクを回避したり無視
したりするのではなく、生じるリスクを防いだり、軽減した
りすることができるようになります。このことを念頭に置く
と、AIガバナンス成熟度インデックスの中で人材とスキルが
大切な柱になりますが、その重要性にもかかわらず、平均す
ると企業は一貫してこの柱について最も低いスコアを出して
います。

「準備完了」の企業を見ると、従業員がAIを倫理的かつ責
任をもって利用できるよう、スキルと能力を積極的に開発し
ている傾向が高いことが分かります。AIガバナンス成熟度
インデックスにおいて「準備完了」に属する企業の90%近
くが、AIの倫理的かつ法令遵守の側面を考慮して既存従業
員のスキル向上に努めています。一方で、「基本的」に属す

推奨事項3

リスク回避ではなくリスク管理を構築する 3

る企業では、このようなスキル向上に努めているのはわずか
43%でした。また、「準備完了」の企業は、適切なスキルを持
った第三者機関と提携したり（65%）、適切なスキルを持つ
従業員を雇用したり（63%）する取り組みも行っています。

こういったアクションには、AIのスキルギャップを埋めていく
上で確実な効果があります。AIの能力が進化し規制環境が
変化していく中で、スキルを継続的にアップデートし、再確認
することが不可欠になります。「準備完了」のグループに属す
る企業には、責任あるやり方でAIを利用できるスキルや能力
を備えている従業員の割合が高い傾向があります（73%）。
一方で、「基本的」のグループに属する企業ではこの割合が
40%でした。

グラフ11：スキルギャップを埋めるアプローチとAIガバナンス成熟度インデックス

25%

50%

75%

適切なスキル 
を有した人材 
の採用 

第三者と連携 既存従業員の 
スキル向上

基本的 道半ば 準備完了

45% 45%43%

61%

89%

65%
62%

60%

70%

0%

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。
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日常的なAIのガバナンスには効果的なコミュニケーション
が重要であり、従業員をこの取り組みに関与させていくため
にもコミュニケーションは不可欠です。ここでいうコミュニ
ケーションとは、長期的なAI戦略や、事業に対するメリット
とリスクについて透明性を保つことです。また、AIモデルの
使い方について従業員のスキル向上を図りつつ、将来的に
AIが担うことになる業務に携わっている従業員については
リスキリングが必要です。すべてのステークホルダーが、AI
に伴うリスクとメリットを認識し、AIの活用について情報に
基づいた判断を下し、懸念を表明できるよう徹底してくださ
い。そのためには、明確で透明性のあるコミュニケーション
とあわせて、対話を重ねる姿勢も必要です。企業が取れる
具体的なアクションには、リスクの高い状況に備えたシナリ
オプランニングや、技術の役割と影響についてリーダーや
従業員が説得力のある人間味豊かなストーリーを伝えるた
めのナラティブの策定、そして重大かつ現実に起こりうる事
態に備えた訓練などが挙げられます。

推奨事項4

組織全体でコミュニケーションを図り、 
AIによるトランスフォーメーションに備える

4

「適切なAIガバナンスの確立には、組織全
体の意識改革が必要になることが多いで
す。この話題を初めて持ち出すと、社内から
は『AIガバナンスはIT部門の問題なのでは』
と聞かれることもあります。しかし「AIは、IT
やサイバーのみならずリスクや規制コンプラ
イアンスも含め、ビジネス全体に関わってく
るものである」ということを繰り返し議論す
ることで、すべての部門が適切なAIガバナン
スに対する責任がある、という点が理解され

るようになるのです」

大手通信プロバイダのデータ戦略ディレクター大手通信プロバイダのデータ戦略ディレクター
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付録



付録A 
調査

2024年9月から10月にかけて、デロイトはアジア太平洋地
域の13カ国地域において899人の企業経営者を調査しま
した。AIガバナンス体制の成熟度を評価し、しっかりとした
AIガバナンスのメリットを把握することが本調査の目的で
した。

回答者は最高リスク責任者、最高コンプライアンス責任
者、最高データ責任者などの経営陣レベルに絞り込まれて
います。回答者のセクターは、官民両セクターと非営利団
体および各業界（金融、教育、ヘルスケア、テクノロジー）と
なっています。

図A1にアジアパシフィック地域のそれぞれの拠点の回答
者数を示しています。グラフA1とA2は、回答者の業界と役
割を示しています。

拠点 回答者数

オーストラリア 112

中国 103

インド 102

日本 104

ニュージーランド 53

東南アジア 321

インドネシア 64

マレーシア 51

フィリピン 52

シンガポール 51

タイ 51

ベトナム 52

韓国 52

台湾 52

合計 899

図A1：調査回答者の拠点

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。
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テクノロジー・メディア・通信 18%

15%

11%

10%

9%

7%

7%

5%

4%

4%

4%

3%

2%

2%

製造

プロフェッショナルサービス

卸売

建設

小売・流通

資源・エネルギー・生産財

コンシューマー

その他業界

金融サービス

ライフサイエンス・ヘルスケア

教育とトレーニング

農業、林業、水産業

政府・公共サービス

最高技術責任者

最高情報責任者

AI/テクノロジー関連の意思決定者

最高データ責任者

最高デジタル責任者

最高AI責任者

担当AIリード

コンプライアンス責任者 

データサイエンスマネジャー

最高コンプライアンス責任者

最高リスク責任者

リスク責任者

30%

15%

14%

8%

6%

5%

4%

4%

4%

4%

3%

2%

グラフA1：調査回答者の所属業界

グラフA2：調査回答者の役職

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。
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組織体制

1)	 AIの倫理的・法的・技術的な基準を明確にし、組織内でその基準を評価する責任は主に組織内のどなたが負っていAIの倫理的・法的・技術的な基準を明確にし、組織内でその基準を評価する責任は主に組織内のどなたが負ってい
ますか？ますか？

	 可能性のある回答：取締役会、最高経営責任者、最高テクノロジー責任者、最高デジタル責任者、最高データ責任
者、最高コンプライアンス責任者、最高情報責任者、最高リスク責任者、最高AI責任者、経営陣、コンプライアンス責
任者、責任あるAIリード、部門責任者（ゼネラルマネジャー/シニアマネジャー）、AI開発チーム、その他 

2)	 AIの活用に関する組織体制の要素の中で、現在御社内に存在しているものはどれですか？AIの活用に関する組織体制の要素の中で、現在御社内に存在しているものはどれですか？

      a. 	 AIガバナンスの運用体制（取締役会の監督下にある）

      b. 	 AIコミッティ（法務、コンプライアンス、IT、人事、その他関連部門の代表者を含め、AIガバナンスの監督に責任   	
	 を有する）

      c. 	 AIのライフサイクル全般について、AIガバナンスに関して明確に定められた役割と責任（例：事業成果の責任	
	 者、AIシステム責任者、データ責任者、ドメインアーキテクトなど） 

3)	 御社内で、AIに関する倫理と法規制のコンプライアンスに責任を担うチームの体制に最も近いものは次のどれ 御社内で、AIに関する倫理と法規制のコンプライアンスに責任を担うチームの体制に最も近いものは次のどれ 
ですか？  ですか？  

	 a. 	 AIの活用に関して、正式な倫理・リスク・コンプライアンスの役割は存在しない

 b.  AIの活用に関して、倫理・リスク・コンプライアンスの専任プロフェッショナルのいる部門/チームがある

 c.  AIの活用に関して、すべての部門/チームにそれぞれ倫理・リスク・コンプライアンスの専任プロフェッショナルが	
	 いる

 d.  組織全体を網羅した一元的な倫理・リスク・コンプライアンスのチームが存在しており、AIの活用に関するトレン	
	 ドのモニタリングやリスクの検知を実施している

 e.  上記のどれにもあてはまらない

 f.  分からない/答えたくない

付録B 
デロイトAIガバナンス成熟度インデックス
デロイトAIガバナンス成熟度インデックスは本調査
のために開発され、下記に示した5本の柱に分類さ
れる12の質問（一部の質問には複数の項目がありま
す）の回答をベースにしたものです。本調査に対する
回答に基づいて、900近くの組織に対して本手法が
適用されました。
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ポリシーと原則

1)	 御社におけるAIの活用に関する戦略について、次のどれが最もあてはまりますか？御社におけるAIの活用に関する戦略について、次のどれが最もあてはまりますか？

	 a. AI戦略は存在せず、戦略策定のために何もしていない

 b. AI戦略は存在していないが、戦略策定のための手段を講じている

 c. 独自のAI戦略を有している部門/チームがある

 d. 組織全体のAI戦略が存在しているが、その価値が全員に認められているわけではない

 e. 組織全体のAI戦略が存在しており、優先度が高いが、進捗状況は追跡していない

 f. 組織全体のAI戦略が存在しており、アナリティクスの取り組みにかかる価値の優先付けと計測のために、明	
	 確に定義されたプロセスも備わっている

 g. 分からない/答えたくない

2)	 御社のAI戦略またはガバナンスの枠組みには次のどの要素が含まれていますか？御社のAI戦略またはガバナンスの枠組みには次のどの要素が含まれていますか？

	 a. 	 社内における安全かつ責任あるAIの活用に向けたポリシー

 b.  倫理的なガイドラインと原則

 c.  明確に定義された自社のAIリスク許容度

 d.  AIガバナンスの目標と手順の実施に向けたタイムライン

 e.  ガバナンスの取り組みを実施するための予算

 f.  モニタリングと監査のプロセス

 g.  インシデント対応と改善計画

 h.  パフォーマンス指標とKPI

 i.  その他関連するポリシー（プライバシー、データガバナンス、サイバー）、または、組織の戦略目標との 
	 一体化 

3) 	 社内で利用されている/実装されているAIシステムに関して、次のどの要素が備わっていますか？社内で利用されている/実装されているAIシステムに関して、次のどの要素が備わっていますか？

	 a.	 AIシステムの監督と継続的なモニタリングに向けた役割と責任を明確に割り当てている

 b. AIシステムの利用に関する判断やそこから生じるアカウンタビリティを明確に割り当てている

 c. AIシステムによる利用目的や提示した利用を超えたデータの利用がないように徹底する保護が備わって 
	 いる

 d. ユーザーは、AIシステムが自分に影響を与える判断をすることを理解している

 e. 公正と公平性を確保するために、AIシステムにおけるバイアスを検知し、緩和していくためのメカニズムが		
	 備わっている

 f. 人・社会・環境のウェルビーイングに照準をあわせて、責任のあるやり方でAIシステムを設計・運用している

 g. AIシステムの設計と運用において、一貫性のある正確なアウトプットの創出、エラーに対する対抗、想定外		
	 のディスラプションからの迅速な回復が図られている

 h. AIシステムは不正アクセスや攻撃者による不正利用から保護されている

 i. 個人情報や機密情報の保護のために、データには匿名化や仮名化の対策が講じられている。
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手順と統制

1)	 AIの活用やアウトプットに関して、従業員が懸念を表明できるシステムは存在していますか？ AIの活用やアウトプットに関して、従業員が懸念を表明できるシステムは存在していますか？ 

	 可能性のある回答：はい、いいえ、システムを導入する予定である、わからない

2)	 AIの活用に関して、次のどの慣行、手順、統制が御社に備わっていますか？AIの活用に関して、次のどの慣行、手順、統制が御社に備わっていますか？ 

	 a.	 AIソリューションのさまざまなリスクを定義するAIリスクタクソノミー 

 b. 開発中、試行、導入にあたってAI関連リスクの特定と管理を支えるAIリスク評価手順

 c. AIソリューションの利用に伴うリスクの軽減を図るAI統制の枠組み

 d. 社内開発したものと購入したものの双方を含め、現在社内で利用されているAIソリューションの一覧

 e. AIガバナンスプラットフォーム（リスクとコンプライアンス向けに、AIシステムの活動を評価・モニタリングするプ	
	 ラットフォーム）

 f. AIライフサイクル全般にわたって情報を捕捉するシステム（第三者による監査の補助として）

 g. AIの活用に関して、社外の主体（顧客またはその他のステークホルダー）によるリスクまたは苦情対応に向けた	
	 手順 
 

人材、スキル、組織文化

1)	 従業員が倫理と法規制を順守し、正確なやり方でAIを利用できるよう、従業員が利用できる支援リソースは次のう従業員が倫理と法規制を順守し、正確なやり方でAIを利用できるよう、従業員が利用できる支援リソースは次のう
ちどれですか？ちどれですか？

	 a. 業務でAIを適切に利用する方法についてのガイドラインを提供している

 b. リスクや規制コンプライアンスに経験を有した担当者を配して、従業員向けの助言サービスや助言機関を 
	 設け、AI利用に関して質問できるようにしている 

 c. 業務でAIを適切に利用する方法について、また、AI利用に伴う倫理と法規制のコンプライアンスリスクの理解 
	 について、トレーニングを提供している

 d. AIシステムの利用に関するセキュリティとプライバシーの対策（データ暗号化やアクセスコントロールなど）を導	
	 入している

 e. 現場での学びを推奨している（例：従業員による独立した実証、プラクティスごとのコミュニティ、チームメンバ	
	 ー間のディスカッション） 

2)	 法律と倫理を順守したやり方でAIを利用していくスキルと能力を備えた従業員の割合はどの程度だと考えています法律と倫理を順守したやり方でAIを利用していくスキルと能力を備えた従業員の割合はどの程度だと考えています
か（大まかな推定で結構です）。か（大まかな推定で結構です）。
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モニタリング・報告・評価

1)	 権利の保護や誤った利用の防止に向けて、業務におけるAIの活用に関して既存の法律や規制の要件を御社ではど権利の保護や誤った利用の防止に向けて、業務におけるAIの活用に関して既存の法律や規制の要件を御社ではど
の程度の頻度で見直していますか？の程度の頻度で見直していますか？

	 a. 少なくとも2～3カ月に1度

 b. 少なくとも6カ月に1度

 c. 少なくとも年に1度

 d. 年に1度以下

 e. 上記のどれにもあてはまらない

 f. 分からない/答えたくない 

2)	 どの程度の頻度で、AIシステムが自社のAIに関する水準を満たしていることを確認していますか？どの程度の頻度で、AIシステムが自社のAIに関する水準を満たしていることを確認していますか？

	 a.	 常に、または、リアルタイムで

 b. 少なくとも2～3カ月に1度

 c. 少なくとも6カ月に1度

 d. 少なくとも年に1度

 e. 年に1度以下

 f. 上記のどれにもあてはまらない

 g. 分からない/答えたくない
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AIガバナンス成熟度インデックスの柱 平均 中央値 「基本的」の割合 「準備完了」の割合

インデックス全体インデックス全体 70.8 68.0 9% 17%

組織体制組織体制 73.9 72.0 9% 18%

ポリシーと原則ポリシーと原則 58.4 66.3 31% 13%

慣行、プロセス、統制慣行、プロセス、統制 64.8 67.5 23% 10%

人材、スキル、組織文化人材、スキル、組織文化 67.2 70.0 22% 14%

モニタリング・報告・評価モニタリング・報告・評価 76.0 80.0 6% 18%

各回答には0点から100点のスコアが割り当てられました。そ
れぞれの質問で最良の回答が100点です。たとえば、「組織
全体のAI戦略が存在しており、価値の優先付と計測のため
に、明確に定義されたプロセスも備わっている」と回答した
企業は、この質問に対して100点が加点されました。「AI戦
略がある部門も存在している」と回答した企業には60点が
加算されました。それぞれの柱のスコアは、その柱に含まれ
る質問の平均スコアです。全体的なインデックスは、それぞ
れの柱の平均スコアです。

スコアが50点以下の企業は「基本的」、50～90点は「道半
ば」、90点以上は「準備完了」に分類されています。このスコ
アに基づいた分類の分布を以下に示しています。

インデックスのそれぞれの柱について、平均スコアと中央値
スコアを以下の表に示しています。また、「基本的」または 
「準備完了」のスコアになった企業の割合も紹介してい 
ます。

17% 9%74%

グラフB1：AIガバナンス成熟度インデックスのスコア分布

出典：デロイトによる信頼できるAIに関する調査（2024年）。

基本的 道半ば 準備完了
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付録C  
計量経済学モデリング

実効性のあるAIガバナンスの実践と業績指標
との関係を推定するために、通常最小二乗法
（OLS）回帰分析を実施しました。欠落変数
バイアスのリスクを減らすために、組織の主
な特性をコントロール変数として含めました。
これらのコントロール変数は以下の表に示さ
れています。

これらの回帰分析のサマリーテーブルを以下に示します。
こういったモデルの解釈には注意が必要です。データは自
己申告であり、説明変数と誤差項の双方に相関する未観
測の要因が残っている可能性があり、それが推定結果に偏
りを生む可能性があるためです。したがってこの結果は単
なる相関として解釈してください。

制御変数 詳細

本社所在国本社所在国 本社所在国の自己申告（選択肢13）

業界業界 ANZSIC（1桁）カテゴリーの自己申告（選択肢19）

従業員数従業員数 フルタイム当量（FTE）従業員数の自己申告（選択肢4）

セクターセクター 組織のセクター（官、民、非営利）

売上高売上高 2023年度～2024年度の売上高の自己申告（通期、2024年10月の為替レートで米ドル換算）

AIソリューションを「全面的に導入している」と回答した事業
分野の数（選択肢10のうち）と、その企業において仕事でAI
ソリューションを利用している従業員の割合（0～100）の2
つが従属変数になります。

注目すべき主な独立変数は、前述の付録に記載された方法
で計算されたデロイトAIガバナンス成熟度インデックスで
す。数値による方法と3つのカテゴリーへの分類による方法
の両方で推定を行いました。

	 1) Share of Workers Using AI=β0+β1*Index Score+β2*Areas  with AI tools+Control Variables  

	 2) Areas with AI tools=β0+β1*Index Score+β2*Share of Workers Using AI+Control Variables  

	 3) Revenue growth=β0+β1*Index Score+β2*Share of Workers Using AI+Control Variables  

さらに、企業によるAI導入レベルが誤差項および独立変数の
両方と相関している可能性が高いことを踏まえ、AIを利用す
る従業員の割合をコントロール変数として含めました。こうい
った変数を含めたことによって、主要なパラメータ推定値に
大きな影響はありませんでした。AIを利用する従業員の割合
を独立変数としたモデルについては、AIソリューションを全
面的に導入している事業分野の数をコントロール変数として
使いました。

正式には、以下の形式の回帰モデルが推定されました。

岐路に立つAI l 信頼構築がAI活用拡大への道
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変数 試算 標準誤差 P値

インデックスのスコアインデックスのスコア 0.30543 0.0646 <0.00001

AIツールを利用している分野AIツールを利用している分野 2.02022 0.3996 <0.00001

R^2R^2 0.1978

調整済みR^2調整済みR^2 0.1510

変数 試算 標準誤差 P値

インデックスの分類  - 「道半ば」インデックスの分類  - 「道半ば」 8.27383 2.865 <0.00001

インデックスの分類  - 「準備完了」インデックスの分類  - 「準備完了」 15.7533 4.123 0.004

AIツールを利用している分野AIツールを利用している分野 2.257 0.393 <0.00001

R^2R^2 0.1881

調整済みR^2調整済みR^2 0.1394

モデル1：従属変数 - AIツールを利用している従業員の割合

モデル2：従属変数 - AIツールを利用している従業員の割合

モデル4：従属変数 - AIを利用している分野

モデル3：従属変数 - AIを利用している分野

モデル5：従属変数 - 2023年度から2024年度の売上高の伸び

変数 試算 標準誤差 P値

インデックスのスコアインデックスのスコア 0.0555 0.0061 <0.00001

AIを利用している従業員の割合AIを利用している従業員の割合 0.0197 0.0039 <0.00001

R^2R^2 0.3352

調整済みR^2調整済みR^2 0.2965

変数 試算 標準誤差 P値

インデックスの分類  - 「道半ば」インデックスの分類  - 「道半ば」 1.3557 0.283 <0.00001

インデックスの分類  - 「準備完了」インデックスの分類  - 「準備完了」 3.0569 0.396 <0.00001

AIを利用している従業員の割合AIを利用している従業員の割合 0.0226 0.004 <0.00001

R^2R^2 0.3120

調整済みR^2調整済みR^2 0.2707

変数 試算 標準誤差 P値

インデックスのスコアインデックスのスコア 0.0031 0.0018 0.0884

AIを利用している従業員の割合AIを利用している従業員の割合 0.0017 0.0011 0.1355

R^2R^2 0.0677

調整済みR^2調整済みR^2 0.004769
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付録D 
各国の調査結果
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実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

昨年度にインシデント 
の数が増えたと回答した 
オーストラリア企業の割合

オーストラリア企業において、 
倫理的かつ法にかなったやり方
でAIソリューションを利用するた
めに必要な水準のスキルを備え
た従業員の割合

従業員が懸念を表明できる 
システムを備えている金融 
機関の割合

倫理的かつ法令を順守したAI 
利用に関して、スキルギャップ 
を埋めるために既存従業員の 
スキル向上を図るオーストラリア
企業の割合

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

オーストラリアの人口：2,710万人 l GDP：1.7兆米ドル

23%

55% 55%

63%

注：オーストラリアのサンプル数 = 112

オーストラリア 
の調査結果

AIソリューションのアウト 
プットや結果に対する信頼の 
レベルが高い（47%）

信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（46%）

規制コンプライアンスの水準
が高い（42%）

監視：監視の広がりによるプ
ライバシーの侵害（88%）

 
プライバシー：AIシステムから
の機密情報や個人情報侵害
のリスク（88%）

セキュリティの脆弱性： 
ハッキング/サイバー攻撃の 
リスク（85%）

法規制、倫理、コンプライアン
ス、その他のリスクに対する懸
念がある（44%）

AIとその可能性に対する理解
が不十分（34%）

 
人材や技術的なスキルが不足
している（29%）



中国 
の調査結果
中国の人口：14億1,900万人 l GDP：18.2兆米ドル

39%

54% 57%

74%

注：中国のサンプル数 = 103

実効性のあるAIガバナンス 
から期待できるメリット 
（上位3つ）

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（52%）

AIソリューション利用による
生産性向上のメリットに対す
る認識が高い（51%）

企業全般において、 
AIソリューションの開発が 
早い（50%）

セキュリティの脆弱性：ハッ
キング/サイバー攻撃のリスク
（86%）

法的リスクと著作権の侵害
（80%）

 
規制が重荷：AIソリューショ
ン利用に伴う報告要件やプロ
セス要件が過大（80%）

テクノロジー導入に課題がある
（38%）

 
イノベーションの意欲がない / 
実証が不十分（36%）

 
人材や技術的なスキルが不足
している（34%）

昨年度にインシデントの数
が増えたと回答した中国 
企業の割合

中国企業において、倫理的かつ
法にかなったやり方でAIソリュー
ションを利用するために必要な
水準のスキルと能力を備えた従
業員の割合 

従業員が懸念を表明できるシ
ステムを備えている中国企業
の割合

倫理的かつ法令を順守したAI 
利用に関して、スキルギャップを
埋めるために第三者と連携して
いる中国企業の割合



26%

74% 60%

72%

実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

昨年度にインシデントの数
が増えたと回答したインド 
企業の割合

インド企業において、倫理的か
つ法にかなったやり方でAIソリュ
ーションを利用するために必要
な水準のスキルと能力を備えた
従業員の割合 

従業員が懸念を表明できる 
システムを備えているインド 
企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI利
用に関して、スキルギャップを埋
めるために必要なスキルを備え
た人材を採用しているインド企
業の割合

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

インドの人口：14億5,100万人 l GDP：3.95兆米ドル

注：インドのサンプル数 = 102

インド 
の調査結果

AIソリューションのアウト 
プットや結果に対する信頼の 
レベルが高い（63%）

顧客からの信頼の向上 
（60%）

 
信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（57%）

セキュリティの脆弱性：ハッ
キング/サイバー攻撃のリスク
（92%）

プライバシー：機密情報や個
人情報侵害のリスク（91%）

 
規制の不透明感：要件変更を
受けて、義務に気づかない可
能性がある（89%）

テクノロジー導入に課題がある
（50%）

 
AIとその可能性に対する理解
が不十分（35%）

 
法規制、倫理、その他のリスク
に対する懸念がある（32%）



24%

52% 45%

70%

日本 
の調査結果
日本の人口：1億2,380万人 l GDP：4.1兆米ドル

注：日本のサンプル数 = 104

実効性のあるAIガバナンス 
から期待できるメリット 
（上位3つ）

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

AIソリューションのアウト 
プットや結果に対する信頼の 
レベルが高い（51%）

顧客からの信頼の向上 
（49%）

 
信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（45%）

セキュリティの脆弱性：ハッ
キング/サイバー攻撃のリスク
（88%）

監視：監視の広がりによるプ
ライバシーの侵害（85%）

 
プライバシー：機密情報や個
人情報の害のリスク（83%）

人材や技術的なスキルが不足
している（38%）

 
法規制、倫理、コンプライアン
ス、その他のリスクに対する懸
念がある（36%）

テクノロジー導入に課題がある
（33%）

昨年度にインシデントの 
数が増えたと回答した日本 
企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI利
用に関して、スキルギャップを埋
めるために既存従業員のスキル
向上を図る日本企業の割合

従業員が懸念を表明できるシ
ステムを備えている日本企業
の割合

倫理的かつ法令を順守したAI利
用に関して、スキルギャップを埋
めるために既存従業員のスキル
向上を図る日本企業の割合



実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

昨年度にインシデントの 
数が増えたと回答した 
韓国企業の割合

韓国企業において、倫理的かつ
法にかなったやり方でAIソリュー
ションを利用するために必要な
水準のスキルと能力を備えた従
業員の割合 

従業員が懸念を表明できる 
システムを備えている韓国 
企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI 
利用に関して、スキルギャップ 
を埋めるために必要なスキルを
備えた人材を採用している韓国 
企業の割合

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

韓国の人口：5,180万人 l GDP：1.7兆米ドル

注：韓国のサンプル数 = 52

韓国 
の調査結果

信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（46%）

規制コンプライアンスの水 
が高い（42%）

 
企業全般において、 
AIソリューションの開発が 
早い（40%）

セキュリティの脆弱性：ハッ
キング/サイバー攻撃のリスク
（85%）

監視：監視の広がりによる 
プライバシーの侵害 
（85%） 
 
規制が重荷：AIソリューショ
ン利用に伴う報告要件やプロ
セス要件が過大（83%）

テクノロジー導入に課題がある
（35%）

 
AI導入に関する戦略やビジョ
ンがない（33%）

 
法規制、倫理、コンプライアン
ス、その他のリスクに対する懸
念がある（31%）

 

52%

60%37%

42%



ニュージーランド 
の調査結果
ニュージーランドの人口：520万人 l GDP：2,530億米ドル

注：ニュージーランドのサンプル数 = 53

実効性のあるAIガバナンス 
から期待できるメリット 
（上位3つ）

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（51%）

AIソリューション利用による
生産性向上のメリットに対す
る認識が高い（42%）

顧客からの信頼の向上 
（38%）

信頼性とエラー（87%）

 
 
セキュリティの脆弱性：ハッ
キング/サイバー攻撃のリスク
（85%）

プライバシー：AIシステムから
の機密情報や個人情報侵害
のリスク（85%）

法規制、倫理、コンプライアン
ス、その他のリスクに対する懸
念がある（40%）

AIとその可能性に対する理解
が不十分（38%）

 
資金が不十分（36%）

昨年度にインシデントの数
が増えたと回答したニュージ
ーランド企業の割合

ニュージーランド企業において、
倫理的かつ法にかなったやり方
でAIソリューションを利用するた
めに必要な水準のスキルと能力
を備えた従業員の割合 

従業員が懸念を表明できるシ
ステムを備えているニュージ
ーランド企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI 
利用に関して、スキルギャップ
を埋めるために第三者と連携し
ているニュージーランド企業の
割合

17%

53% 49%

60%



実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

昨年度にインシデントの 
数が増えたと回答した台湾
企業の割合

台湾企業において、倫理的かつ
法にかなったやり方でAIソリュー
ションを利用するために必要な
水準のスキルと能力を備えた従
業員の割合 

従業員が懸念を表明できる 
システムを備えている台湾企
業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI 
利用に関して、スキルギャップ 
を埋めるために必要なスキルを 
備えた人材を採用している台湾
企業の割合

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

台湾の人口：2,340万人 l GDP：7,565.9億米ドル

注：台湾のサンプル数 = 52

台湾 
の調査結果

AIソリューション利用による
生産性向上のメリットに対す
る認識が高い（64%）

企業全般において、AIソリュ
ーションの実装が早い 
（48%）

顧客からの信頼の向上 
（44%）

セキュリティの脆弱性：ハッ
キング/サイバー攻撃のリスク
（85%）

監視：監視の広がりとデータ
収集能力によるプライバシー
の侵害（85％）

規制の不透明感：要件変更 
を受けて、義務に気づかない
可能性がある（81%）

テクノロジー導入に課題がある
（40%）

 
AIのユースケースやAIに対す
る投資と戦略の関連性がない
（40％）

イノベーションの意欲がない / 
実証が不十分（37%）

53%

60%46%

56%



シンガポール 
の調査結果
シンガポールの人口：580万人 l GDP：5,010億米ドル

注：シンガポールのサンプル数 = 51

実効性のあるAIガバナンス 
から期待できるメリット 
（上位3つ）

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

顧客からの信頼の向上 
（43%）

 
AIソリューションのアウトプッ
トや結果に対する信頼のレベ
ルが高い（43%）

規制コンプライアンスの水準
が高い（39%）

セキュリティの脆弱性： 
ハッキング/サイバー攻撃の 
リスク（96%）

プライバシー：AIシステムから
の機密情報や個人情報侵害
のリスク（94%）

信頼性とエラー（94%）

AIとその可能性に対する理解
が不十分（41%）

 
法規制、倫理、コンプライアン
ス、その他のリスクに対する懸
念がある（37%）

テクノロジー導入に課題がある
（31%）

昨年度にインシデントの 
数が増えたと回答したシン
ガポール企業の割合

シンガポール企業において、倫理
的かつ法にかなったやり方でAI
ソリューションを利用するために
必要な水準のスキルと能力を備
えた従業員の割合 

従業員が懸念を表明できる 
システムを備えているシンガポ
ール企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI 
利用に関して、スキルギャップ 
を埋めるために必要なスキルを
備えた人材を採用しているシン
ガポール企業の割合

50%

69%35%

67%



実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

昨年度にインシデントの数
が増えたと回答したインドネ
シア企業の割合

インドネシア企業において、倫理
的かつ法にかなったやり方でAI
ソリューションを利用するために
必要な水準のスキルと能力を備
えた従業員の割合 

従業員が懸念を表明できるシ
ステムを備えているインドネシ
ア企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI 
利用に関して、スキルギャップを
埋めるために既存従業員のスキ
ル向上を図るインドネシア企業
の割合

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

インドネシアの人口：2億7,870万人 l GDP：1.37兆米ドル

注：インドネシアのサンプル数 = 64

インドネシア 
の調査結果

AIソリューションのアウトプッ
トや結果に対する信頼のレベ
ルが高い（67%）

企業全般において、AIソリュ
ーションの開発が早い 
（63%）

信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（61%）

セキュリティの脆弱性： 
ハッキング/サイバー攻撃の 
リスク（88%）

監視：監視の広がりによるプ
ライバシーの侵害（84%）

 
法的リスクと著作権の侵
害：AIソリューションによる
データ利用に伴う義務と責任
（83%）

AIとその可能性に対する理解
が不十分（41%）

 
法規制、倫理、コンプライア 
ンス、その他のリスクに対する 
懸念がある（38%）

テクノロジー導入に課題がある
（保守、既存システムとの統合
など）（36%）

63%

80%23%

67%



マレーシア 
の調査結果
マレーシアの人口：3,340万人 l GDP：4,000億米ドル

注：マレーシアのサンプル数 = 51

実効性のあるAIガバナンス 
から期待できるメリット 
（上位3つ）

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

AIソリューションのアウトプッ
トや結果に対する信頼の 
レベルが高い（65%）

信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（63%）

企業全般において、AIソリュ
ーションの開発が早い 
（53%）

セキュリティの脆弱性：ハッ
キング/サイバー攻撃のリスク
（90%）

監視：監視の広がりによるプ
ライバシーの侵害（84%）

 
プライバシー：AIシステムから
の機密情報や個人情報侵害
のリスク（82%）

テクノロジー導入に課題がある
（保守、既存システムとの統合
など）（51%）

AIとその可能性に対する理解
が不十分（37%）

 
人材や技術的なスキルが不足
している（33%）

昨年度にインシデントの数
が増えたと回答したマレーシ
ア企業の割合

マレーシア企業において、倫理
的かつ法にかなったやり方でAI
ソリューションを利用するために
必要な水準のスキルと能力を備
えた従業員の割合 

従業員が懸念を表明できるシ
ステムを備えているマレーシア
企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI
利用に関して、スキルギャップを
埋めるために既存従業員のスキ
ル向上を図るマレーシア企業の
割合

58%

76%8%

71%



実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

昨年度にインシデントの数
が増えたと回答したベトナム
企業の割合

ベトナム企業において、倫理的か
つ法にかなったやり方でAIソリュ
ーションを利用するために必要
な水準のスキルと能力を備えた
従業員の割合 

従業員が懸念を表明できる 
システムを備えているベトナム
企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI利
用に関して、スキルギャップを埋
めるために既存従業員のスキル
向上を図るベトナム企業の割合

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

ベトナムの人口：1億30万人 l GDP：4,300億米ドル

注：ベトナムのサンプル数 = 52

ベトナム 
の調査結果

顧客からの信頼の向上 
（67%）

 
AIソリューション利用による
生産性向上のメリットに対す
る認識が高い（65%） 
 
 
 
AIソリューションのアウトプッ
トや結果に対する信頼のレベ
ルが高い（62%）

プライバシー：AIシステムから
の機密情報や個人情報侵害
のリスク（81%） 
 
責任：AIシステムの開発者や
ユーザーの間で責任感がな
く、不注意や倫理に反する利
用につながる可能性がある
（81%）

信頼性とエラー（94%） 不正
確なアウトプット、予想不可能
性、故障または予想できない
行動（ハルシネーションなど）
の可能性（79%）

人材や技術的なスキルが不足
している（56%）

 
法規制、倫理、コンプライアン
ス、その他のリスクに対する懸
念がある（40%） 
 
 
 
AI導入に関する戦略やビジョ
ンがない（37%）

 
 
 

 

66%

83%17%

71%



タイ 
の調査結果
タイの人口：6,610万人 l GDP：5,150億米ドル

注：タイのサンプル数 = 51

実効性のあるAIガバナンスか
ら期待できるメリット 
（上位3つ）

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

AIソリューションのアウトプッ
トや結果に対する信頼のレベ
ルが高い（55%）

信頼が高いことから、 
AIソリューションの利用率も
高い（51%）

企業全般において、AIソリュ
ーションの実装が早い 
（43%）

セキュリティの脆弱性： 
ハッキング/サイバー攻撃の 
リスク（76%）

監視：監視の広がりによるプ
ライバシーの侵害（75%）

 
法的リスクと著作権の侵
害：AIソリューションによる
データ利用に伴う義務と責任
（71%）

AIとその可能性に対する理解
が不十分（41%）

 
テクノロジー導入に課題がある
（37%）

 
法規制、倫理、コンプライアン
ス、その他のリスクに対する懸
念がある（35%）

昨年度にインシデントの 
数が増えたと回答したタイ
企業の割合

タイ企業において、倫理的かつ
法にかなったやり方でAIソリュー
ションを利用するために必要な
水準のスキルと能力を備えた従
業員の割合 

従業員が懸念を表明できる 
システムを備えているタイ 
企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI利
用に関して、スキルギャップを埋
めるために既存従業員のスキル
向上を図るタイ企業の割合

56%

78%33%

71%



監視：監視の広がりによるプ
ライバシーの侵害（90%）

 
セキュリティの脆弱性：ハッ
キング/サイバー攻撃のリスク
（85%）

プライバシー：AIシステムから
の機密情報や個人情報侵害
のリスク（83%）

62%

77%27%

52%

実効性のあるAIガバナンス
から期待できるメリット 
（上位3つ）

昨年度にインシデントの数
が増えたと回答したフィリ 
ピン企業の割合

フィリピン企業において、倫理 
的かつ法にかなったやり方でAI 
ソリューションを利用するために
必要な水準のスキルと能力を備
えた従業員の割合 

従業員が懸念を表明できるシ
ステムを備えているフィリピン
企業の割合

倫理的かつ法令を順守したAI
利用に関して、スキルギャップを
埋めるために既存従業員のスキ
ル向上を図るフィリピン企業の
割合

AI利用に伴う潜在的な 
リスクに関する懸念 
（上位3つ）

AIの利用や導入に 
伴う障壁（上位3つ）

フィリピンの人口：1億1,580万人 l GDP：4,370億米ドルドル

注：フィリピンのサンプル数 = 52

フィリピン 
の調査結果

AIソリューションのアウトプッ
トや結果に対する信頼のレベ
ルが高い（67%）

信頼が高いことから、AIソ
リューションの利用率も高い
（52%）

顧客からの信頼の向上 
（48%）

人材や技術的なスキルが不足
している（38%）

 
テクノロジー導入に課題がある
（37%）

 
AI導入に関する戦略やビジョ
ンがない（33%）
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